
川崎市生ごみリサイクル活動助成金交付要綱 

（目的） 

第１条 この要綱は、川崎市内の家庭から発生する調理残さ及び食べ残

し等(以下「生ごみ」という。)を堆肥化し、有効活用する市民団体の

活動に対し、予算の範囲内において助成金を交付すること等について、

必要な事項を定めることにより、生ごみの減量及び資源の地域循環を

推進することを目的とする。 

 （助成対象活動） 

第２条 助成金交付の対象となる活動は、農地で行う活動又は公園緑地

若しくは公開性の高い場所における花壇 (以下「公共の花壇」とい

う。)で行う活動とする。 

 （農地で行う活動） 

第３条 農地で行う活動は、次に掲げるいずれかの方法により市民団体

内で発生する生ごみを堆肥化し、当該堆肥を活用して、農地で食用作

物の生産を行い、当該作物を地域に供給する活動とする。 

 (１) 生活環境保全上支障のない方法を用いて、当該団体に属する世帯

内において発生する生ごみを運搬し、市内農地において堆肥化する

こと。 

 (２) 当該団体に属する世帯内において、生ごみ処理機等を用いて堆肥

化すること。 

２ 活動を行う農地は市内の農地とする。ただし、市民団体が市内に農

地を確保できないときは、隣接する他市の農地に限りこれを行うこ

とができるものとする。 

３ 前項ただし書きの場合は、堆肥化していない生ごみを市外の農地に

運搬してはならない。 



４ 活動は助成金交付年度内において、６か月以上継続して行うものと

する。 

 （公共の花壇で行う活動） 

第４条 公共の花壇で行う活動は、市民団体内で発生する生ごみを、前

条第１項第２号の方法により堆肥化し、当該堆肥を活用して、公共の

花壇で草花の生育を行う活動とする。 

２ 活動を行う公共の花壇は市内の花壇とする。 

３ 活動は助成金交付年度内において、６か月以上継続して行うものと

する。 

（助成対象団体） 

第５条 助成金交付の対象とする団体は、農地又は公共の花壇で活動を

行う市内在住の１０世帯以上で構成される団体であって、次に掲げる

要件のいずれかに該当する市民団体（以下「団体」という。）とする。 

 (１) 農地で活動を行う団体は、その構成員に当該農地を所有し、農業

に従事している者（以下「農家」という。）を含んでいること。た

だし、やむを得ない事情がある場合には、当該農家は市外在住者を

構成員とすることができるものとする。 

 (２) 公共の花壇で活動を行う団体は、当該花壇の地権者等の承諾を得

ていること。 

２ 団体は、生ごみの堆肥化について、川崎市及び川崎市出資法人から

本助成交付金と同種の助成を受けていないこと。 

３ 団体は、政治、宗教及び営利を目的としないこと。 

４ 団体は、次の各号に掲げる団体に該当しないこと。 

 (１ ) 暴力団(暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(以下

「法」という)第２条第２号に規定する暴力団をいう。) 



 (２) 法人にあっては、代表者又は役員のうちに暴力団員(法第２条第

６号に規定する暴力団員をいう。)に該当する者があるもの。 

 (３) 法人格を持たない団体にあっては、代表者が暴力団員に該当する

もの。 

（助成対象経費） 

第６条 助成金交付の対象となる経費は、第２条に定める活動に必要な

経費とし、別表に定める経費に該当するものとし、１件の申請に対し

て１０万円を上限とする。 

（助成金の申請） 

第７条 助成金の交付を申請しようとする団体は、助成金交付申請書

(第１号様式)を市長に提出し、次の事項を記載した書類を添付するも

のとする。 

 (１) 活動計画書(第１号様式の２） 

 (２) 交付申請金額計算書(第１号様式の３) 

 (３) 団体名簿(第１号様式の４) 

 (４) 役員名簿(第１号様式の５)(法人に限る) 

 (５) 活動を行う農地の所有権を証する書類の写し(農地で行う活動の

場合に限る。) 

 (６) 活動を行う公共の花壇の地権者等の承諾を得ていることを証する

書類の写し(公共の花壇で行う活動の場合に限る。) 

 (７) 団体の会則 

 (８) その他市長が必要と認める書類 

（交付の決定及び通知） 

第８条 市長は、助成金交付の申請があったときは、申請書類の審査、

現地調査及び必要に応じて行うヒアリング等により、その内容を審査



し、助成金を交付すべきものと認めたときは、速やかに助成金の交付

を決定し、助成金交付決定通知書(第２号様式)により通知するものと

する。 

２ 市長は、助成金交付の決定に当たり、必要と認めるときは、条件を

付することができる。 

３ 市長は、助成金を交付しないことを決定したときは、その理由を示

して申請者に通知するものとする。 

（助成金の交付） 

第９条 市長は、助成金を概算払いにより交付するものとする。 

２ 助成期間は３年間を限度とする。 

（活動の内容変更） 

第１０条 団体は、助成金の交付を受けた後、活動の内容等を変更しよ

うとするときは、活動内容等変更承認申請書(第３号様式)及びその他

市長が必要と認める書類を市長に提出し、その承認を受けるものとす

る。 

  (増額申請) 

第１１条 団体は、助成金の交付を受けた後、活動経費に不足が生じる

場合には、上限１０万円を超えない範囲で、あらかじめ増額申請を行

うことができる。 

２ 団体が増額申請をしようとするときは、助成金交付増額変更承認申

請書(第４号様式)のほか、次に掲げる書類を市長に提出するものとす

る。 

 (１) 増額申請金額計算書(第４号様式の２) 

 (２) その他市長が必要と認める書類 

３ 市長は前項の申請があったときは、その内容を審査し、助成金を交



付すべきものと認めたときは、速やかに助成金の交付を決定し、助成

金交付決定変更通知書(第５号様式)により通知するものとする。 

４ 前項の決定には、第８条第２項及び第３項の規定を準用する。 

（活動報告） 

第１２条 団体は活動が終了したとき又は当該年度末が到来したときは、

速やかに活動報告書(第６号様式)を市長に報告し、次の事項を記載し

た書類を添付するものとする。 

 (１) 交付確定金額計算書(第６号様式の２) 

 (２) 活動記録(第６号様式の３) 

 (３) 領収書等の証拠書類の原本 

 (４) その他市長が必要と認める書類 

  (助成金の清算) 

第１３条 市長は、前条の報告に基づき助成金の清算を行い、助成金確

定額について、助成金確定通知書(第７号様式)により通知するものと

する。 

２ 清算により交付した助成金に余剰が生じたときは、団体は当該余剰

金を市に返還しなければならない。 

（交付決定の取消し） 

第１４条 市長は、団体が次の各号のいずれかに該当するときは、助成

金交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。ただし、やむ

を得ない事由により不作等であったときは交付決定の取消し原因には

当たらないものとする。 

 (１) 偽りその他不正の手段により助成金交付を受けたとき。 

 (２) 助成金を助成の対象となる経費以外の用途に使用したとき。 

 (３) 第５条第４項各号のいずれかに該当していることが認められたと



き。 

 (４) 助成金交付決定の内容又はこれに付した条件、その他法令等に基

づき市長の指示若しくは命令に違反したとき。 

（助成金の返還） 

第１５条 市長は、助成金の交付の決定を取り消した場合には、活動助

成等の当該取消しに係る部分に関し、既に助成金が交付されていると

きは期限を定めて、その返還を命ずるものとする。 

（書類等の整備） 

第１６条 助成金の交付を受けた団体は、助成対象活動に係る証拠書類

を整備保管するものとする。 

２ 前項に規定する証拠書類は、当該助成対象活動の完了の日の属する

川崎市の会計年度の翌年から５年間保管するものとする。 

３ 市長は、必要があるときは、前項の書類の提出を求めることができ

る。 

（警察本部への照会） 

第１７条 市長は、必要に応じ申請者又は第８条並びに第１１条第３項

の規定により交付決定を受けた者が、第５条第４項各号のいずれかに

該当するか否かを神奈川県警察本部長に対して確認を行うことができ

る。ただし、当該確認のために個人情報を神奈川県警察本部長に提供

するときは、神奈川県警察本部長に対して当該確認を行うことについ

て、当該個人情報の本人の同意を得るものとする。 

（委任） 

第１８条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は環境局長が定め

る。 

 



附 則 

（施行期日） 

この要綱は、平成２２年５月１４日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 

この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。 

 



 

（  別   表  ） 

助 成 対 象 経 費 

事務的経費 

 事務用品 

パンフレット・リーフレット印刷 等 

道具類・消耗品類の経費 

 
堆肥化の器具等(助成制度のある家庭用生ごみ処理機等の購入経費は除く) 

道具類の購入 

車両・機器等の賃借料 

消耗品 等 

イベント・研修等に必要な経費 

 講師への謝礼 

施設等の会場使用料 

資料作成費 等 

その他の経費 

 種子・苗等の購入経費（農地活用の場合は除く） 

その他市長が活動に必要と認める経費 

備考 

人的経費及び他の助成制度の適用がある経費は除く 

 
 


